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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
　５ページをお開きください。
　このうち東京都会計基準は、会計処理などの基本的な考え方から、財務諸表の体系、各勘定科目の説明など財務諸表に係る詳細な内容を定めており、行政の特質を考慮して作成されています。
　その特色の１つ目は、行政の特質を考慮したものであることということです。行政活動はそもそも利益の獲得を目的としたものではなく、また、収益と費用の間には必ずしも直接的な対価はありません。例えば教育や福祉、道路建設などの行政サービスの提供と、その財源としての税収には直接的な対価性はありませんし、あったとしても限定的です。また、民間企業が保有する資産は売却が可能ですが、自治体は道路や橋梁のように売却が難しく困難な多くの資産を有しています。このような行政の特質を考慮し策定されています。詳細につきましては７ページをご覧下さい。
　２つ目は、財務諸表が住民にとってわかりやすいものであることということです。これは、財務諸表が民間で一般的に使用されている会計ルールと共通で、企業会計の貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書に準拠し、比較が容易であるということです。
　３つ目は、個別の事務改善に活用できる財務諸表であることです。東京都では、会計別、局別、歳出目別といった予算科目の積み上げに沿った形で財務諸表を作成します。さらに、これとは別に「管理事業別」でも財務諸表を作成できます。管理事業を設定する目的は、個別の事業の経営管理を行えるようにするためで、民間企業で言えば、管理会計の考え方に該当するものです。東京都では、局の範囲であれば会計や予算体系にかかわりなく、局の権限で任意に管理事業を設定できるようにしました。
　４つ目は、会計実務上、対応可能であることということです。自治体の会計事務には、地方自治法により出納整理期間が定められています。東京都の複式簿記・発生主義会計においても、官庁会計と決算数値との整合性を重視するため、年度終了後の出納閉鎖期間中の収入支出についてはその年度内の財務諸表に反映されることとなります。
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